
【雇用環境・均等局職業生活両立課関係】





１．仕事と家庭の両立支援対策について

（１）仕事と家庭の両立支援の推進について（関連資料１～２参照）

仕事と家庭の両立ができる職場環境の整備は重要な課題であり、厚生労働

省においては、企業における両立支援制度を利用しやすい職場環境の整備に

ついての取組の促進を図っている。

育児・介護休業法に基づく両立支援制度の周知・徹底に加え 次世代育、

成支援対策推進法に基づく事業主の取組促進、好事例の紹介、や助成金を通

じた事業主への支援、イクメンプロジェクトなどの啓発事業により仕事と家

庭の両立が可能となる雇用環境の整備を図っている。

育児・介護休業法においては、有期契約労働者の育児休業の取得要件の緩

和や保育所に入れない等の場合は最長２歳までの育児休業が延長可能となる

などの大きな改正があり、平成29年より施行されている。改正法の周知徹底

や履行確保に取り組んでいるところであるが、自治体におかれても、引き続

き周知徹底についてご協力をお願いしたい。

なお、保育所等に入れない場合の育児休業の延長制度に関しては、一部に

入所保留通知書の入手を目的として保育所等に申し込む方がいると指摘され

ており、その対応方針について先ほど保育課から説明があったところである

が、当課としても改めて育児休業制度の趣旨に則った制度活用が行われるよ

う周知等を行っていく予定であり、今後とも制度周知・運用についてご協力

いただきたい。

（２）次世代育成支援対策推進法に基づくくるみん認定について

（関連資料３参照）

次世代育成支援対策推進法においては、行動計画を策定し、その行動計画

に定めた目標を達成するなどの一定の要件を満たした場合、厚生労働大臣が

「子育てサポート企業」として「くるみん認定」または「プラチナくるみん

認定」を行っている。平成３０年１２月末時点でくるみん企業は３，０３７

社、プラチナくるみん企業は２６０社となっており、政府目標に掲げる「２

０２０年までにくるみん企業３，０００社」を達成したところ。これまでの

周知・啓発に関するご協力に感謝申し上げる。

今後は、特に中小企業への普及が重要となるが、自治体によっては、認定

企業に対し、入札参加資格の加算措置を設けたり、低利の融資を実施してい

るところもあり、認定の普及啓発に効果を上げていると伺っている。各都道

府県・市におかれては、中小企業を含め多くの事業主が次世代育成支援対策

推進法に基づく認定を目指して取組を行うよう、くるみん・プラチナくるみ

・活用にご協力をお願いしたい。ん認定制度の周知
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（３）リーフレット「イクメンのススメ」について（関連資料４参照）

育児を積極的に行う男性を応援するイクメンプロジェクトの一環で 「イ、

クメンのススメ」を作成している。これは、男性の育児を促進するため、イ

クメンになるメリットや育児休業制度の説明、育休中の育児休業給付の仕組

みなどをコンパクトにまとめたリーフレットである。

このリーフレットを都道府県や市町村の母子保健担当の窓口等に送付して

いる。サイズも母子健康手帳と同じに作っており、母子健康手帳の交付のタ

イミングにお渡しいただいたり、窓口に置いていただくなど、実際にこれか

ら育児を行う家庭に行き届くようご協力をお願いしたい。

なお、本リーフレットは厚生労働省のホームページ及びイクメンプロジェ

クト公式サイトにも掲載しているが、追加送付の希望があれば、職業生活両

立課へ御連絡をいただきたい。

女性の活躍促進が重要な課題となる中で、男女がともに仕事と家庭を両立

する環境づくりを推進する観点からも、ご協力をお願いしたい。
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［関連資料：雇用環境・均等局職業生活両立課］
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日
本
政
策
金
融
公
庫
に
よ
る
低
利
融
資

両
立
支
援
等
助
成
金
の
加
算

く
る
み
ん

男
性
の
育
児
休
業
等
取
得
率

育
児
休
業

7
％
以
上

育
児
休
業
＋
育
児
目
的
休
暇

1
5
％
以
上

プ
ラ
チ
ナ
く
る
み
ん

男
性
の
育
児
休
業
等
取
得
率

育
児
休
業

1
3
％
以
上

育
児
休
業
＋
育
児
目
的
休
暇

3
0
％
以
上

【
目
標
：
平
成
3
2
年
ま
で
に
く
る
み
ん
企
業
3
,0
0
0
社
】

・
少
子
化
社
会
対
策
大
綱
（
平
成
2
7
年
３
月
2
0
日
閣
議
決
定
）

・
第
４
次
男
女
共
同
参
画
基
本
計
画

（
平
成
2
7
年
1
2
月
2
7
日
閣
議
決
定
）

・
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
総
合
戦
略
2
0
1
7
改
訂
版
K
P
I

（
平
成
2
9
年
1
2
月
2
9
日
閣
議
決
定
）
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